
借換融資のご案内 
商品概要についてはフラット35サイト（www.flat35.com）をご覧ください。

住宅ローンの借換えに、【フラット35】借換融資がご利用いただけます。民間金融機関の住宅ローンからの借換えのほか、【フラット35】や
住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫を含む。）の住宅ローンからの借換えも可能です。
＊借換えにあたり、諸費用が発生します。借換えを検討する際には、総返済額または毎月の返済額だけでなく、諸費用を含めた総返済額を考慮に入れましょう。

＊借換えによる効果（諸費用を含めた総返済額または毎月の返済額）は、借換時の住宅ローンの内容（金利、借入額など）によって異なります。借換えを検討する際に

は、住宅ローンシミュレーションなどで確認しましょう。

＊同一金融機関内において、当該金融機関の住宅ローンから【フラット 35】へ借換えできるかについては、金融機関によって取扱いが異なります。

住宅金融支援機構 お客さまコールセンター

お気軽にお電話ください。土日も営業しています（祝日、年末年始を除く。）。
　営業時間：9：00～17：00

利用できない場合（国際電話など）は、次の番号におかけください。

Tel 048-615-0420（通話料金がかかります。）

フラット35ハロー

0120-0860-35 （通話無料）

【フラット35】のご返済が始まったら、まずは登録

注意事項
①ご利用は資金受取後となります。ご利用に当たっては「お客様 ID」が必要で、「住･My Note」サイトから申し込むことができます。「お客様 ID」の発行
　は無料です。
②「住･My Note」を利用した一部繰上返済の申込みと取下げには期限がありますのでご注意ください。なお、繰上返済日は毎月の返済日です。
③「住･My Note」を利用した一部繰上返済は、２か月以上連続してのお申込みはいただけません（１か月おきのお申込みになります。）。
④お借換えされた場合は、新たな「お客様 ID」の取得が必要となりますので、お手続きください。
⑤お客さまの返済状況などによっては、一部繰上返済をお申込みいただけない場合がありますので、あらかじめご了承ください。
⑥「住･My Note」で、全額繰上返済（完済）を申し込むことはできません。

住･My Noteは、返済中のお客さまを全力サポートします！

ネットで簡単
一部繰上返済

メリット

1

残高もすぐに確認

残高証明書などの発行手続きも
ネットでらくらく！

メリット

2
メリット
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貯蓄術や節約術を
ご紹介

住・My Noteのご案内 
すまい　　　　    のーと

返済中のお客さま向けインターネットサービス（登録無料）

繰上返済金額も10万円から可能！ 様々なお役立ち情報を配信中！

ご登録は、住･My Noteサイト
（https://www.su-mynote.jhf.go.jp）から

ずっと先まで見通せる。
ずっと固定金利の住宅ローンだから、

は団信付きの住宅ローンになりました。

平成29年10月１日現在

※グリーン購入法に適合した用紙を使用しています

平成29年10月版



　年1.50%

68

108,928

8,579,007

91,855毎月　

7,893,605

に対応

【フラット20】とは【フラット35】のうち、15年以上20年以下の借入
期間を選択していただく場合をいいます。

取扱金融機関によって、借入期間にかかわらず借入金利が同じ場合
があります。

【フラット35】の返済方法は、元利均等返済と元金
均等返済から選択できます。元金均等返済は月々
の元金の支払いが均等になるため、当初の返済額
は多いものの、次第に減少します。総返済額は、元
利均等返済の場合より少なくなります。退職時期や
収入の見込みに合わせて選択できます。

●地方公共団体と住宅金融支援機構が連携　～【フラット35】子育て支援型・地域活性化型～

　子育て支援や地域活性化について積極的な取組を行う地方公共団体と住宅金融
支援機構が連携し、住宅取得に対する地方公共団体による補助金交付などの財
政的支援と併せて、【フラット35】の借入金利を一定期間引き下げる制度です。

＊【フラット35】子育て支援型・地域活性化型には予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付
を終了させていただきます。
　受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。

各制度の詳細はフラット35サイト（www.flat35.com）でご確認ください。
＊取扱金融機関によって利用できない場合があります。

詳しくは22・23ページをご覧ください

24ページ

21ページ

共 働 き の ご 夫 婦
～ご夫婦ふたりのチカラでマイホームの夢に近づきます。【フラット35】はふたりの味方です！～

親 子 ２ 世 代
～親子のチカラで夢に近づきます。二世帯住宅などの親子での住宅の取得をバックアップします！～

●親子のチカラを合わせて ～親子リレー返済～
お子さまなど、一定の条件を満たす方を後継者として、２世代で返済する制度です。後継者の
年齢を基に借入期間を算出するため、借入期間を長くすることもできます。
また、借入希望額に対してひとりの年収で不足する場合に、２世代の年収を全額合わせて申し
込むことができます。 17ページ

32ページ

●ご親族がお住まいになる住宅
ご両親やお子さまが住むための住宅を取得する場合にも利用できます。

取扱金融機関によって利用できない場合があります。

長期優良住宅の認定を受けた住宅を取得する場合

は、【フラット35】アシューマブルローンや【フラット

50】を利用できます。

中古住宅の購入資金とリフォーム工事資金※をまと
めて1つの【フラット35】で借入れできます。リフォー
ム工事の内容は限定していませんので、お客さまの
ニーズに応じた自由なリフォームが可能です。

月々の返済に余裕がある場合、借入期間を15年以
上20年以下に設定することで、21年以上の場合よ
り低い金利で利用できます。さらに、総返済額も少な
くなります。

【フラット35】では融資の対象となる太陽光発電設
備で得られる売電収入を年収に加算できます。

●太陽光発電による売電収入も合算可能

【フラット35】は民間金融機関と住宅金融支援機構が提携してご提供する全期間固定金利型住宅ローンです。
ずっと固定金利の安心【フラット35】では、多彩なプランをご用意し、あなたの住宅取得をバックアップします。

子 育 て 世 帯
～地方公共団体と住宅金融支援機構が連携。

子育て世帯の住宅取得を応援します！～

UIJターン・移住
～地方公共団体と住宅金融支援機構が連携。

UIJターンや移住を契機とした住宅取得を応援します！～
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●ふたりの年収を合わせて ～収入の合算～
借入希望額に対してひとりの年収で不足する場合に、ご夫婦の年収を全額合わせて申し込むこ
とができます。 17ページ

●先々の安心のために ～ご夫婦ふたりの保険「デュエット」～
１つの保険でご夫婦ふたりを保障する「デュエット」（夫婦連生団信）に加入できます。ご夫
婦どちらかが万一の時、住宅金融支援機構に支払われる保険金が債務に充当されるため、住
宅の持分や返済割合などにかかわらず、以後の【フラット35】の債務の返済が不要となります。
先々の安心のためにぜひご検討ください。

25～30ページ

～「中古住宅を購入して、リフォームしたい」など、
こだわりの住宅取得も応援します！～

～よりライフスタイルに合った
返済プランを提案します！～
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組

この時点で金利と
返済額が確定します。

88

※平成15年10月から平成29年5月までの資金の受取組数

-88万組のお客さまの選択-

さらに、省エネルギー性・耐震性などを備えた質
の高い住宅を取得する場合に金利を一定期間引
き下げる制度【フラット35】S※2により住まいづ
くりを応援します。
また、性能向上リフォームにより住宅性能を向上
させた中古住宅を取得する場合などには、金利を
一定期間引き下げる制度【フラット35】リノベ※２

をご利用いただけます。

【フラット35】Sについては

【フラット35】は民間金融機関と住宅金融支援機構が提携してご提供する全期間固定金利型住宅ローンです。

借入時に返済終了までの
借入金利が確定するタイプ 借入金利が変動するタイプ され

住宅ローンの借入れにあたって一般的に必要となる
保証料はかかりません。保証人も必要ありません。
また、返済中に繰上返済や返済方法の変更を行う
場合も手数料はかかりません。

　　　　　　　　　　利用の場合は10万円以上、金融機関窓口利用
　の場合は100万円以上となります。

団体信用生命保険にご加入いただくことにより、
お客さまに万一のことがあった場合は、機構に支
払われる保険金が債務に充当されるため、以後
の【フラット35】の債務の返済が不要となります。
また、多様な返済方法変更のメニューをそろえ、
お客さまからの返済のお悩みに対して、事情に
合った返済方法をご提案します。返済のお悩み
などは、各金融機関へご相談ください。

＊健康上の理由その他の事情で、団体信用生命保険に加入されない
場合も【フラット35】をご利用いただけます。

31

25～30

、19～21
【フラット35】リノベについては

24

平成29年10月1日の申込受付分から【フラット35】と【団
体信用生命保険】が一つになり、新機構団信・新3大疾病
付機構団信にリニューアルしました。

●月々の【フラット35】のお支払いに団体信用生命保険の加
入に必要な費用が含まれるため、年払いでの団信特約料の
お支払いが不要になりました。
●保障内容も充実し、ますます【フラット35】が利用しやすく
なりました。

【フラット35】が団信付きに！

購入物件決定など

「当初○年間○％」など、一定期間、

【フラット35】Sおよび【フラット35】リノベには予算金額があり、
予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了させていた
だきます。受付終了日は、終了する約3週間前までにフラット35サ
イト（www.flat35.com）でお知らせします。

融資手数料、抵当権の設定費用（登録免許税、司法書士報酬など）、
物件検査手数料、火災保険料などはお客さま負担となります。
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物件検査手数料、火災保険料などはお客さま負担となります。



【フラット35】は全期間固定金利型住宅ローンです。
住宅ローンの金利タイプは、「全期間固定金利型」のほかに「変動金利型」・「固定金利期間選択型」もあります。

住宅ローンの金利推移とリスク

■民間金融機関の住宅ローン金利推移（変動金利等）

型

手続きの確認

＊主要都市銀行のホームページなどにより集計した金利（中央値）を掲載してい
ます。なお、「変動金利型」は昭和59年以降、「固定金利期間選択型（3年）」は平
成7年以降、「固定金利期間選択型（10年）」は平成9年以降のデータを掲載し
ています。

＊【フラット35】をご利用の場合は、【フラット35】の団体信用生命保険があります（25～30ページ参照）。
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充当されるため、以後の【フラット35】の債務の返済が不要となります。

融資手数料などが異なります。
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ほか

ほか
税額は、平成29年6月現在のものです。

45,989円

1,103万円

48,254円

1,158万円

50,588円

1,214万円

37,687円

1,130万円

39,993円

1,199万円

42,385円

1,271万円

32,163円

1,157万円

34,512円

1,242万円

36,961円

1,330万円

28,228円

1,185万円

30,618円

1,285万円

33,126円

1,391万円

試算結果の数値は概数です。

1.00%

1.50%

2.00%

定額型
定率型

ライフプランとは、結婚や子どもの誕生、退職時のさまざまなライフイベントについて、「どのくらい先のこと？」「いくら必要？」を把握す
るための計画です。
住宅ローンの返済は長期にわたるのが一般的です。将来、家計の変化やご自身に万一のことがあっても安心して返済を継続できるよ
う、ライフプランに基づいた資金計画を立てましょう。そのためには、住宅ローンの返済だけでなく、お子さまの教育費や住宅の修繕費
などの出費、老後の生活資金の準備なども視野に入れることが大切です。団体信用生命保険の活用により、現在加入している保険の
保障内容を見直すなど、住宅ローンだけではなくライフプラン全体の資金計画も考えましょう。

子どもの結婚子
ど
も
の
結
婚
資
金

子
ど
も
の
入
学
費

教育費
必要経費
住宅ローン
生活費

フラット35サイト（www.flat35.com）の『資金計画シミュレーション』で、住宅ローン借入後の将来の家計状況を確認できます。
（詳しくは10ページをご覧ください）

「ローンシミュレーション」を
クリック

「クイック・シミュレーション」

「新規借入れを検討の方」を
クリック

住居費（家賃など）

など）

ローンシミュレーション

など

などなど

など

毎月の返済額を調べる
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よって

り

では、登録されたマンションを所在地・名称などで検索できます。

健康上の理由その他の事情で、団体信用生命保険に加入されない場合も
【フラット35】をご利用いただけます。

手続きの確認

●借入れのお申込みにあわせて【フラット35】の団体信用生命
保険をお申込みください。

●適合証明書の交付を受けた後、借入れの契約（金銭消費貸
借契約）を締結し、一括で資金をお受取りいただきます。
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方はこちら
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手続きの確認

24ページ

など

15～17ページ

18ページ

19～21ページ

25～30ページ

31ページ

32ページ

32～34ページ

※2  【フラット35】リノベの物件検査申請先は、検査機関のみとなります。

住宅金融支援機構が定める技術基準に適合していることを確認した中古マンション「中古マンションらくらくフラット35」
の場合、「適合証明省略に関する申出書」を取扱金融機関に提出することで、物件検査を省略できます。対象となる中古
マ ン ション の 検 索 お よ び「適 合 証 明 省 略 に 関 す る 申 出 書」の 印 刷 方 法 に つ い て は、フラット35サ イト

（www.flat35.com）をご確認ください。

※1

9

8

7

6

22・23ページ

24ページ5

4
　　　　　 子育て支援型・
地域活性化型の概要

　　　　　 の団体信用生命保険

　　　　　 リノベの概要
(リフォーム一体型）

※1

※2

・

※1

および

など

など

および

問い合わせ先など

抵当権の設定など
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ほか

など

および

および

など

など
など

など
の建て方

＊健康上の理由その他の事情で、団体信用生命保険に加入されない場合も
【フラット35】をご利用いただけます。

に対する借入れを希望する場

建設費※1

。

合は、その費用を含む。）または購入価額

2829

※1 土地取得費に対する借入れを希望する場合は、その費用を含みます。
※2 

住宅の建設費（土地取得費に対する借入れを
希望する場合は、その費用を含む。）または購入価額

する住宅
する住宅

て2名までです。

は、お客さま向けインターネットサービス　　　　　　　（裏表紙参照）利用
の場合は10万円以上、金融機関窓口利用の場合は100万円以上となりま
す。

※2

33ページなど

32ページ

※2

※4

※5

および

および

および

※6

※3 健康上の理由その他の事情で団体信用生命保険に加入されない場合も
【フラット 35】をご利用いただけます。その場合の借入金利については、
フラット35 サイト（http://www.flat35.com/shin-danshin/）をご覧
ください。

※1 一定期間金利を引き下げる【フラット35】S（19～21ページ参照）、【フ
ラット35】子育て支援型・地域活性化型（22・23 ページ参照）および【フ
ラット35】リノベ（24 ページ参照）があります。

●借入期間（20 年以下・21年以上）、融資率※2（9 割以下・9
割超）、加入する団体信用生命保険の種類など※3に応じて、
借入金利※4※5 が異なります。※6

●団体信用生命保険にご加入いただくことにより、お客さま
に万一のことがあった場合は、住宅金融支援機構に支払わ
れる保険金が債務に充当されるため、以後の【フラット 35】
の債務の返済が不要となります（25～30 ページ参照）。

●全期間固定金利※1 です。

など

および

など

など
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●敷地が借地の場合でも、次の要件を満たせば利用できる場
　合がありますので、取扱金融機関にお問い合わせください。
　なお、敷地が転借地の場合は取扱いが異なりますので、取扱
　金融機関にお問い合わせください。

＊申込みご本人が住むための住宅の場合、親子リレー返済の後継者に
　はこの要件は必要ありません。ただし、取扱金融機関により取扱いが
　異なる場合があります。

または

および

ません。

＊地主が申込みご本人の配偶者または直系親族の場合には、敷地に抵
　当権を設定していただきます。
＊敷地の権利が地上権の場合は、地上権に抵当権を設定していただきま
　す。
＊敷地の権利が賃借権の場合は、建て方（一戸建てなどまたは共同建て）、借
地権の種類（普通借地権、定期借地権または建物譲渡特約付借地権）、借地
権取得費に対する借入れを希望するかなどにより、取扱いが異なります。

32ページ
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●敷地が借地の場合でも、次の要件を満たせば利用できる場
　合がありますので、取扱金融機関にお問い合わせください。
　なお、敷地が転借地の場合は取扱いが異なりますので、取扱
　金融機関にお問い合わせください。

＊申込みご本人が住むための住宅の場合、親子リレー返済の後継者に
　はこの要件は必要ありません。ただし、取扱金融機関により取扱いが
　異なる場合があります。
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ません。

＊地主が申込みご本人の配偶者または直系親族の場合には、敷地に抵
　当権を設定していただきます。
＊敷地の権利が地上権の場合は、地上権に抵当権を設定していただきま
　す。
＊敷地の権利が賃借権の場合は、建て方（一戸建てなどまたは共同建て）、借
地権の種類（普通借地権、定期借地権または建物譲渡特約付借地権）、借地
権取得費に対する借入れを希望するかなどにより、取扱いが異なります。
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【フラット35】Sとは、【フラット35】をお申込みのお客さまが、省エネルギー性・耐震性などを備えた質の高い住宅を取得する場合に、
【フラット35】の借入金利を一定期間引き下げる制度です。

19 20

および

長期優良住宅など、耐久性を有し、
長期にわたり良好な状態で使用
するための措置が講じられた住宅

タイプ

および

（21ページ参照）

および

タイプ

および

および手続きなど

など

など

など

などなど
などなど

など

など

など

など など

平成27年3月31日以前に省エネルギー対策等級の基準を用いて設計検査を申請している場合または省エネルギー対策等級の住宅性能評価書を活用して物件検査
を受ける場合は、「断熱等性能等級」を「省エネルギー対策等級」と読み替えてください。



【フラット35】Sとは、【フラット35】をお申込みのお客さまが、省エネルギー性・耐震性などを備えた質の高い住宅を取得する場合に、
【フラット35】の借入金利を一定期間引き下げる制度です。

19 20

および

長期優良住宅など、耐久性を有し、
長期にわたり良好な状態で使用
するための措置が講じられた住宅

タイプ

および

（21ページ参照）

および

タイプ

および

および手続きなど

など

など

など

などなど
などなど

など

など

など

など など

平成27年3月31日以前に省エネルギー対策等級の基準を用いて設計検査を申請している場合または省エネルギー対策等級の住宅性能評価書を活用して物件検査
を受ける場合は、「断熱等性能等級」を「省エネルギー対策等級」と読み替えてください。



【フラット３５】Ｓ（金利Ａプラン）の対象となる長期優良住宅※は、金利引下げ（19ページ参照）のほかにも、様々なメリットが
あります。住宅選びの際は、長期優良住宅※もご検討ください。

子育て支援や地域活性化について積極的な取組を行う地方公共団体と住宅金融支援機構が連携し、住宅取得に対する地方公共
団体による補助金交付などの財政的支援と併せて、 【フラット35】 の借入金利を一定期間引き下げる制度です。

※ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）の規定により認定の通知を受けた長期優良住宅建築等計画に基づき建築などが行われた住宅

＊対象となる子育て世帯の要件（子の年齢など）は、各地方公共団体が個別に定めます。
＊対象となる子育て世帯・親族世帯の家族構成、同居を行うために必要な住宅の要件、近居の場合の距離などは、

各地方公共団体が個別に定めます。

＊UIJターンとは、大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称です。Uターンは出身地に戻る形態、Iターンは
出身地以外の地方へ移住する形態、Jターンは出身地の近くの地方都市に移住する形態をいいます。

＊居住誘導区域とは、地方公共団体が居住を誘導すべき区域として定めるものをいいます。当該居住誘導区域が定
められていない地方公共団体においては利用対象となりません。　

＊コンパクトシティ形成とは、都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型まちづくりの実現に向け、拡散した都
市機能を集約させ、生活圏の再構築を進めていくことをいいます。

【フラット35】子育て支援型・地域活性化型は、地方公共団体が住宅金融支援機構と連携している場合にご利用いただけます。
連携する地方公共団体は、フラット35サイト（www.flat35.com/loan/flat35kosodate/index.html）をご覧ください。＊【フラット35】Ｓには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了させていただきます。受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット

35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。
＊【フラット35】Ｓは、長期優良住宅のほか、省エネルギー性、耐震性などを備えた質の高い住宅を取得する場合にもご利用いただけます。【フラット35】Ｓの詳細は、

19ページまたはフラット35サイト（www.flat35.com）をご覧ください。

＊引継ぎにあたっては、借入対象となる住宅を購入する方の同意が必要です。また、住宅金融支援機構の審査があり、ご希望にそえない場合があります。
＊住宅を購入する方が引継ぎを希望しないときは、【フラット35】を利用された方が残りの債務を弁済する必要があります。
＊【フラット35】アシューマブルローンの取扱金融機関は限られていますので、ご注意ください。取扱金融機関はフラット35サイト（www.flat35.com）でご確認ください。 

＊【フラット35】の取扱金融機関であっても、【フラット50】を取扱っていない場合があります。
＊【フラット50】でも、アシューマブルローンをご利用いただけます。
＊【フラット50】と【フラット35】は、借入金利、借入額、融資率など借入条件が異なります。【フラット50】の詳細は、フラット35サイト（www.flat35.com）をご確認ください。

＊税の特例措置および地震保険料の割引については、平成29年6月現在のものです。
＊税の特例措置の適用の可否および詳細については最寄りの税務署に、地震保険料の割引の適用の可否および詳細については、地震保険料の割引商品を取扱う損害

保険会社にお問い合わせください。21 22

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型とは

●【フラット35】子育て支援型・地域活性化型を単独で利用した場合

次のいずれかの場合における補助金交付などの財政的支援
●若年子育て世帯が住宅を取得する場合
●若年子育て世帯と親世帯が同居または近居するために住宅を取得する場合

次のいずれかの場合における補助金交付などの財政的支援
●ＵＩＪターンを契機として、住宅を取得する場合
●居住誘導区域外から居住誘導区域内に移住する際に住宅を取得する場合（コンパクトシティ形成）

子育て支援型

金利引下げプラン 金利引下げ期間 金利引下げ幅

当初５年間

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型の金利引下げプラン（平成30年３月31日までの申込受付分に適用）

●【フラット35】の金利引下げ期間が当初10年間となる【フラット35】Ｓ（金利Ａプラン）が利用できます。

■長期優良住宅で【フラット35】を利用する際のメリット

■長期優良住宅での税金および地震保険料に関するメリット

１．【フラット35】Ｓ（金利Ａプラン）が利用できます

●【フラット35】アシューマブルローンとは
【フラット35】の返済中に融資物件を売却する場合に、住宅を購入する方が【フラット35】の債務を引き継ぐことができる住
宅ローンです（引継ぎは１回限り）。

●【フラット35】アシューマブルローンのメリット
　住宅を購入する方は、住宅を売却する方が利用していた金利のままで【フラット35】の返済を引き継ぐことができます。
　金利が上昇する局面では、新規に住宅ローンを借りるよりも低い金利で返済を引き継ぐことができる場合があります。

２．【フラット35】アシューマブルローンが利用できます

借入期間が最長50年の全期間固定金利の住宅ローンです。資金受取時に、最長50年間、金利と返済額が確定します。

●一般の住宅に比べて、税の特例措置が拡充されます。

●住宅の免震・耐震性能に応じた地震保険料の割引を受けることができます。

３．【フラット50】が利用できます

地域活性化型

住宅を売却する方

住宅金融支援機構

長期優良住宅

住宅を購入する方

を利用 （債務承継）

住宅の売却住宅の売却

建設・購入建設・購入

の返済の引継ぎの返済の引継ぎ

ご契約ご契約 ご契約ご契約

住宅取得支援住宅取得支援

（子育て世帯）（子育て世帯）

4 子育て支援型・地域活性化型の概要〈参考〉長期優良住宅のメリット

年▲0.25％

子育て支援型

地方公共団体が実施する事業の概要
（事業の詳細は、各地方公共団体が、地域の実情を踏まえて個別に決定します。）

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型が利用できる地方公共団体の事業の概要

地域活性化型

（金利Aプラン）
との併用で

（金利Bプラン）
との併用で

当初５年間 年▲0.5％

当初５年間 年▲0.5％

６年目から10年目まで 年▲0.25％

【フラット35】子育て支援型・地域活性化型は、【フラット35】Ｓと併用することができます。
【フラット35】Ｓを併用すると、金利がさらに引下げになります。

建設・購入建設・購入

同居・近居の実現同居・近居の実現

（子育て世帯）（子育て世帯）（親世帯）（親世帯）

孫とのふれあい孫とのふれあい 子育て負担の軽減子育て負担の軽減所得税
（住宅ローン減税）

耐震等級割引 （割引率）耐震等級２　→　30％  ・　 耐震等級３　→　50％

（割引率）50％免振建築物割引

控除対象限度額の引上げ 控除対象限度額　4,000万円　→　5,000万円
（控除率1.0％、控除期間10年間、最大控除額500万円）

標準的な性能強化費用相当額（上限：650万円）の10%相当額を、その年分の所得税額から控除

①所有権保存登記： 0.15％　→　0.1％
②所有権移転登記： ［戸建て］0.3％ → 0.2％　・　［マンション］ 0.3％ → 0.1％

控除額1,200万円　→ 1,300万円

［戸建て］ 3年間　→　5年間　・　［マンション］ 5年間　→　7年間

所得税額から控除

税率の引下げ

課税標準からの控除額の増額

減額措置（1/2）の適用期間延長

所得税
（投資型減税）

登録免許税

不動産取得税

固定資産税



【フラット３５】Ｓ（金利Ａプラン）の対象となる長期優良住宅※は、金利引下げ（19ページ参照）のほかにも、様々なメリットが
あります。住宅選びの際は、長期優良住宅※もご検討ください。

子育て支援や地域活性化について積極的な取組を行う地方公共団体と住宅金融支援機構が連携し、住宅取得に対する地方公共
団体による補助金交付などの財政的支援と併せて、 【フラット35】 の借入金利を一定期間引き下げる制度です。

※ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）の規定により認定の通知を受けた長期優良住宅建築等計画に基づき建築などが行われた住宅

＊対象となる子育て世帯の要件（子の年齢など）は、各地方公共団体が個別に定めます。
＊対象となる子育て世帯・親族世帯の家族構成、同居を行うために必要な住宅の要件、近居の場合の距離などは、

各地方公共団体が個別に定めます。

＊UIJターンとは、大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称です。Uターンは出身地に戻る形態、Iターンは
出身地以外の地方へ移住する形態、Jターンは出身地の近くの地方都市に移住する形態をいいます。

＊居住誘導区域とは、地方公共団体が居住を誘導すべき区域として定めるものをいいます。当該居住誘導区域が定
められていない地方公共団体においては利用対象となりません。　

＊コンパクトシティ形成とは、都市機能の近接化による歩いて暮らせる集約型まちづくりの実現に向け、拡散した都
市機能を集約させ、生活圏の再構築を進めていくことをいいます。

【フラット35】子育て支援型・地域活性化型は、地方公共団体が住宅金融支援機構と連携している場合にご利用いただけます。
連携する地方公共団体は、フラット35サイト（www.flat35.com/loan/flat35kosodate/index.html）をご覧ください。＊【フラット35】Ｓには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了させていただきます。受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット

35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。
＊【フラット35】Ｓは、長期優良住宅のほか、省エネルギー性、耐震性などを備えた質の高い住宅を取得する場合にもご利用いただけます。【フラット35】Ｓの詳細は、

19ページまたはフラット35サイト（www.flat35.com）をご覧ください。

＊引継ぎにあたっては、借入対象となる住宅を購入する方の同意が必要です。また、住宅金融支援機構の審査があり、ご希望にそえない場合があります。
＊住宅を購入する方が引継ぎを希望しないときは、【フラット35】を利用された方が残りの債務を弁済する必要があります。
＊【フラット35】アシューマブルローンの取扱金融機関は限られていますので、ご注意ください。取扱金融機関はフラット35サイト（www.flat35.com）でご確認ください。 

＊【フラット35】の取扱金融機関であっても、【フラット50】を取扱っていない場合があります。
＊【フラット50】でも、アシューマブルローンをご利用いただけます。
＊【フラット50】と【フラット35】は、借入金利、借入額、融資率など借入条件が異なります。【フラット50】の詳細は、フラット35サイト（www.flat35.com）をご確認ください。

＊税の特例措置および地震保険料の割引については、平成29年6月現在のものです。
＊税の特例措置の適用の可否および詳細については最寄りの税務署に、地震保険料の割引の適用の可否および詳細については、地震保険料の割引商品を取扱う損害

保険会社にお問い合わせください。21 22

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型とは

●【フラット35】子育て支援型・地域活性化型を単独で利用した場合

次のいずれかの場合における補助金交付などの財政的支援
●若年子育て世帯が住宅を取得する場合
●若年子育て世帯と親世帯が同居または近居するために住宅を取得する場合

次のいずれかの場合における補助金交付などの財政的支援
●ＵＩＪターンを契機として、住宅を取得する場合
●居住誘導区域外から居住誘導区域内に移住する際に住宅を取得する場合（コンパクトシティ形成）

子育て支援型

金利引下げプラン 金利引下げ期間 金利引下げ幅

当初５年間

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型の金利引下げプラン（平成30年３月31日までの申込受付分に適用）

●【フラット35】の金利引下げ期間が当初10年間となる【フラット35】Ｓ（金利Ａプラン）が利用できます。

■長期優良住宅で【フラット35】を利用する際のメリット

■長期優良住宅での税金および地震保険料に関するメリット

１．【フラット35】Ｓ（金利Ａプラン）が利用できます

●【フラット35】アシューマブルローンとは
【フラット35】の返済中に融資物件を売却する場合に、住宅を購入する方が【フラット35】の債務を引き継ぐことができる住
宅ローンです（引継ぎは１回限り）。

●【フラット35】アシューマブルローンのメリット
　住宅を購入する方は、住宅を売却する方が利用していた金利のままで【フラット35】の返済を引き継ぐことができます。
　金利が上昇する局面では、新規に住宅ローンを借りるよりも低い金利で返済を引き継ぐことができる場合があります。

２．【フラット35】アシューマブルローンが利用できます

借入期間が最長50年の全期間固定金利の住宅ローンです。資金受取時に、最長50年間、金利と返済額が確定します。

●一般の住宅に比べて、税の特例措置が拡充されます。

●住宅の免震・耐震性能に応じた地震保険料の割引を受けることができます。

３．【フラット50】が利用できます

地域活性化型

住宅を売却する方

住宅金融支援機構

長期優良住宅

住宅を購入する方

を利用 （債務承継）

住宅の売却住宅の売却

建設・購入建設・購入

の返済の引継ぎの返済の引継ぎ

ご契約ご契約 ご契約ご契約

住宅取得支援住宅取得支援

（子育て世帯）（子育て世帯）

4 子育て支援型・地域活性化型の概要〈参考〉長期優良住宅のメリット

年▲0.25％

子育て支援型

地方公共団体が実施する事業の概要
（事業の詳細は、各地方公共団体が、地域の実情を踏まえて個別に決定します。）

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型が利用できる地方公共団体の事業の概要

地域活性化型

（金利Aプラン）
との併用で

（金利Bプラン）
との併用で

当初５年間 年▲0.5％

当初５年間 年▲0.5％

６年目から10年目まで 年▲0.25％

【フラット35】子育て支援型・地域活性化型は、【フラット35】Ｓと併用することができます。
【フラット35】Ｓを併用すると、金利がさらに引下げになります。

建設・購入建設・購入

同居・近居の実現同居・近居の実現

（子育て世帯）（子育て世帯）（親世帯）（親世帯）

孫とのふれあい孫とのふれあい 子育て負担の軽減子育て負担の軽減所得税
（住宅ローン減税）

耐震等級割引 （割引率）耐震等級２　→　30％  ・　 耐震等級３　→　50％

（割引率）50％免振建築物割引

控除対象限度額の引上げ 控除対象限度額　4,000万円　→　5,000万円
（控除率1.0％、控除期間10年間、最大控除額500万円）

標準的な性能強化費用相当額（上限：650万円）の10%相当額を、その年分の所得税額から控除

①所有権保存登記： 0.15％　→　0.1％
②所有権移転登記： ［戸建て］0.3％ → 0.2％　・　［マンション］ 0.3％ → 0.1％

控除額1,200万円　→ 1,300万円

［戸建て］ 3年間　→　5年間　・　［マンション］ 5年間　→　7年間

所得税額から控除

税率の引下げ

課税標準からの控除額の増額

減額措置（1/2）の適用期間延長

所得税
（投資型減税）

登録免許税

不動産取得税

固定資産税



【フラット35】子育て支援型・地域活性化型をご利用いただくためには、地方公共団体から、「【フラット35】子育て支援型・地
域活性化型利用対象証明書」 の交付を受ける必要があります。

中古住宅の購入と併せて行うリフォーム工事の費用も【フラット35】でお借入れできる制度です。
リフォーム工事の内容は限定していませんので、お客さまのニーズに応じた自由なリフォームが可能です。
さらに、性能向上リフォーム※などを行う場合は、 【フラット35】リノベをご利用いただけます。＊「【フラット35】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書」の交付を受けるための条件については、各地方公共団体へご確認ください。

＊このほか、住宅の耐久性などの【フラット35】の技術基準やその他融資基準を満たす必要があります。各基準の詳細は、15～18ページをご覧ください。

＊【フラット35】の技術基準を満たさないため、 そのままでは【フラット35】を利用できない住宅についても、リフォーム工事により当該技術基準を満たすときは、【フ
ラット35】をご利用いただけます。

＊【フラット35】リノベは、中古住宅の購入の際にご利用いただけます（新築住宅の建設、購入および借換えの際には利用できません。）。
＊【フラット35】リノベは、【フラット35】Ｓとの併用はできません。
＊【フラット35】リノベ（金利Ａプラン）および【フラット35】リノベ（金利Ｂプラン）をご利用いただくためには、それぞれの金利プランに必要となる基準に適合

する性能向上リフォームを行う必要があるほか、住宅の耐久性などの【フラット35】の技術基準やその他融資基準を満たす必要があります。
＊【フラット35】Ｓおよび【フラット35】リノベには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了させていただきます。
　受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。　
＊【フラット35】、【フラット35】Ｓおよび【フラット35】リノベの技術基準などについては、フラット35サイト（www.flat35.com)をご覧ください。
＊【フラット35（リフォーム一体型）】および【フラット35】リノベ（リフォーム一体タイプ）の借入申込みは【フラット35（リフォーム一体型）】の取扱金融機関と

なります（【フラット35（リフォーム一体型）】を取り扱っていない金融機関があります。詳しくはフラット35サイト（www.flat35.com）でご確認ください。）。
＊【フラット35】リノベ（買取再販タイプ）の借入申込みは【フラット35】の取扱金融機関となります。
＊【フラット35】リノベと【フラット35】子育て支援型・地域活性化型の併用については、住宅金融支援機構お客さまコールセンター（0120-0860-35）または

お申込み予定の金融機関にお問い合わせください。

【フラット35（リフォーム一体型）】・【フラット35】リノベをご利用いただくための住宅の条件や手続きの流れなどについては、
フラット35サイト（www.flat35.com）をご覧ください。

＊ 上図は、一般的な手続きの流れを示しています。金融機関、地方公共団体および適合証明機関における手続きの順序は問いません。
     ただし、【フラット35】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書および【フラット35】適合証明書は、借入れの契約時までに金融機関へ提出する必要があります。
※1  借入申込みは、【フラット35】の取扱金融機関となります。
※2  適合証明機関は、検査機関または適合証明技術者（中古住宅購入の場合のみ）となります。
※3  取扱金融機関によって、事前審査を実施していない場合があります。事前審査は仮審査であり、借入申込後の正式な審査結果を約束するものではありません。
※4  借入申込みにあたっては、金融機関の指定する申込関係書類に加えて、【フラット35】子育て支援型・地域活性化型利用希望の申出書を提出する必要があります。

詳しくは、お申込みを希望する取扱金融機関にご確認ください。
※5  補助金の交付などは、各地方公共団体の制度に基づき、地方公共団体が実施するもので、入居後に実施される場合もあります。
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■　　　　　  （リフォーム一体型）　とは■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型の利用条件

①お客さまが中古住宅を購入して性能向上リフォームを行う場合（リフォーム一体タイプ）　または
②住宅事業者により性能向上リフォームが行われた中古住宅を購入する場合（買取再販タイプ）
に借入金利を一定期間引き下げる制度です。

●【フラット35】リノベの金利引下げプラン（平成30年３月31日までの申込受付分に適用）

■　　　　　　リノベとは

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型の利用手続き

54 リノベの概要子育て支援型・地域活性化型の概要

＊ 【フラット35】子育て支援型・地域活性化型および【フラット35】Ｓには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、
受付を終了させていただきます。

　受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。
＊ 【フラット35】子育て支援型・地域活性化型は、【フラット35】借換融資にはご利用できません。
＊ 【フラット35】子育て支援型と【フラット35】地域活性化型を併用することはできません。
＊ 【フラット35】子育て支援型・地域活性化型と【フラット35】リノベの併用については、住宅金融支援機構お客さまコールセンター
（0120-0860-35）またはお申込み予定の金融機関にお問い合わせください。

金利引下げプラン 金利引下げ期間 金利引下げ幅

の借入金利から当初10年間
（金利Ａプラン）

リノベ

年▲0.6％当初５年間
（金利Ｂプラン）

リノベ
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【フラット35】子育て
支援型・地域活性化
型利用対象証明書を
提出

【フラット35】適 合
証明書を提出

（リフォーム一体型）・

（リフォーム一体型）　利用可

リノベ利用可

中古住宅の購入資金

中古住宅購入

＋

＊中古住宅の購入と併せて行うリフォーム工事が対象です。

※　省エネルギー性・耐震性などの住宅の性能を一定以上向上させるリフォーム工事をいいます。

１つの【フラット35】で借入可能リフォーム工事＊の資金

性能向上リフォーム工事＋中古住宅の維持保全に係る措置リフォーム工事

省エネルギー性に優れた住宅

高い水準の断熱性など
を実現した住宅

リフォーム例①　
省エネ設備の設置や水回りのリフォーム

リフォーム例②

壁・天井クロスの
貼り替え

リフォーム例③

浴室および
階段への手すりの設置

耐震性に優れた住宅

強い揺れに対して倒
壊、崩壊などしない程
度の性能を確保した住
宅

バリアフリー性に優れた住宅

高齢者の日常生活を行
いやすくした住宅

【フラット35】リノベの基準に適合

耐久性・可変性に優れた住宅

耐久性を有し、長期に
わたり良好な状態で使
用するための措置を講
じた住宅

太陽光発電パネル

【フラット35】Ｓの技術基準を満たす場合は、【フラット35】Ｓをご利用いただけます（【フラット35】Sと【フラット35】リノベの併用はできません。）。



【フラット35】子育て支援型・地域活性化型をご利用いただくためには、地方公共団体から、「【フラット35】子育て支援型・地
域活性化型利用対象証明書」 の交付を受ける必要があります。

中古住宅の購入と併せて行うリフォーム工事の費用も【フラット35】でお借入れできる制度です。
リフォーム工事の内容は限定していませんので、お客さまのニーズに応じた自由なリフォームが可能です。
さらに、性能向上リフォーム※などを行う場合は、 【フラット35】リノベをご利用いただけます。＊「【フラット35】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書」の交付を受けるための条件については、各地方公共団体へご確認ください。

＊このほか、住宅の耐久性などの【フラット35】の技術基準やその他融資基準を満たす必要があります。各基準の詳細は、15～18ページをご覧ください。

＊【フラット35】の技術基準を満たさないため、 そのままでは【フラット35】を利用できない住宅についても、リフォーム工事により当該技術基準を満たすときは、【フ
ラット35】をご利用いただけます。

＊【フラット35】リノベは、中古住宅の購入の際にご利用いただけます（新築住宅の建設、購入および借換えの際には利用できません。）。
＊【フラット35】リノベは、【フラット35】Ｓとの併用はできません。
＊【フラット35】リノベ（金利Ａプラン）および【フラット35】リノベ（金利Ｂプラン）をご利用いただくためには、それぞれの金利プランに必要となる基準に適合

する性能向上リフォームを行う必要があるほか、住宅の耐久性などの【フラット35】の技術基準やその他融資基準を満たす必要があります。
＊【フラット35】Ｓおよび【フラット35】リノベには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、受付を終了させていただきます。
　受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。　
＊【フラット35】、【フラット35】Ｓおよび【フラット35】リノベの技術基準などについては、フラット35サイト（www.flat35.com)をご覧ください。
＊【フラット35（リフォーム一体型）】および【フラット35】リノベ（リフォーム一体タイプ）の借入申込みは【フラット35（リフォーム一体型）】の取扱金融機関と

なります（【フラット35（リフォーム一体型）】を取り扱っていない金融機関があります。詳しくはフラット35サイト（www.flat35.com）でご確認ください。）。
＊【フラット35】リノベ（買取再販タイプ）の借入申込みは【フラット35】の取扱金融機関となります。
＊【フラット35】リノベと【フラット35】子育て支援型・地域活性化型の併用については、住宅金融支援機構お客さまコールセンター（0120-0860-35）または

お申込み予定の金融機関にお問い合わせください。

【フラット35（リフォーム一体型）】・【フラット35】リノベをご利用いただくための住宅の条件や手続きの流れなどについては、
フラット35サイト（www.flat35.com）をご覧ください。

＊ 上図は、一般的な手続きの流れを示しています。金融機関、地方公共団体および適合証明機関における手続きの順序は問いません。
     ただし、【フラット35】子育て支援型・地域活性化型利用対象証明書および【フラット35】適合証明書は、借入れの契約時までに金融機関へ提出する必要があります。
※1  借入申込みは、【フラット35】の取扱金融機関となります。
※2  適合証明機関は、検査機関または適合証明技術者（中古住宅購入の場合のみ）となります。
※3  取扱金融機関によって、事前審査を実施していない場合があります。事前審査は仮審査であり、借入申込後の正式な審査結果を約束するものではありません。
※4  借入申込みにあたっては、金融機関の指定する申込関係書類に加えて、【フラット35】子育て支援型・地域活性化型利用希望の申出書を提出する必要があります。

詳しくは、お申込みを希望する取扱金融機関にご確認ください。
※5  補助金の交付などは、各地方公共団体の制度に基づき、地方公共団体が実施するもので、入居後に実施される場合もあります。
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■　　　　　  （リフォーム一体型）　とは■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型の利用条件

①お客さまが中古住宅を購入して性能向上リフォームを行う場合（リフォーム一体タイプ）　または
②住宅事業者により性能向上リフォームが行われた中古住宅を購入する場合（買取再販タイプ）
に借入金利を一定期間引き下げる制度です。

●【フラット35】リノベの金利引下げプラン（平成30年３月31日までの申込受付分に適用）

■　　　　　　リノベとは

■　　　　　　子育て支援型・地域活性化型の利用手続き

54 リノベの概要子育て支援型・地域活性化型の概要

＊ 【フラット35】子育て支援型・地域活性化型および【フラット35】Ｓには予算金額があり、予算金額に達する見込みとなった場合は、
受付を終了させていただきます。

　受付終了日は、終了する約３週間前までにフラット35サイト（www.flat35.com）でお知らせします。
＊ 【フラット35】子育て支援型・地域活性化型は、【フラット35】借換融資にはご利用できません。
＊ 【フラット35】子育て支援型と【フラット35】地域活性化型を併用することはできません。
＊ 【フラット35】子育て支援型・地域活性化型と【フラット35】リノベの併用については、住宅金融支援機構お客さまコールセンター
（0120-0860-35）またはお申込み予定の金融機関にお問い合わせください。
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【フラット35】子育て
支援型・地域活性化
型利用対象証明書を
提出

【フラット35】適 合
証明書を提出

（リフォーム一体型）・

（リフォーム一体型）　利用可

リノベ利用可

中古住宅の購入資金

中古住宅購入

＋

＊中古住宅の購入と併せて行うリフォーム工事が対象です。

※　省エネルギー性・耐震性などの住宅の性能を一定以上向上させるリフォーム工事をいいます。

１つの【フラット35】で借入可能リフォーム工事＊の資金

性能向上リフォーム工事＋中古住宅の維持保全に係る措置リフォーム工事

省エネルギー性に優れた住宅

高い水準の断熱性など
を実現した住宅

リフォーム例①　
省エネ設備の設置や水回りのリフォーム

リフォーム例②

壁・天井クロスの
貼り替え

リフォーム例③

浴室および
階段への手すりの設置

耐震性に優れた住宅

強い揺れに対して倒
壊、崩壊などしない程
度の性能を確保した住
宅

バリアフリー性に優れた住宅

高齢者の日常生活を行
いやすくした住宅

【フラット35】リノベの基準に適合

耐久性・可変性に優れた住宅

耐久性を有し、長期に
わたり良好な状態で使
用するための措置を講
じた住宅

太陽光発電パネル

【フラット35】Ｓの技術基準を満たす場合は、【フラット35】Ｓをご利用いただけます（【フラット35】Sと【フラット35】リノベの併用はできません。）。



【フラット35】の団体信用生命保険は、ご加入者が死亡・所定の身体障害状態になられた場合など※１に、住宅の持ち分、返済
割合などにかかわらず、以後の【フラット35】の債務の返済が不要となる生命保険です。
住宅金融支援機構が保険契約者・保険金受取人、【フラット35】の団体信用生命保険のご加入者が被保険者となり、支払われ
た保険金※２が債務の返済に充当される仕組みです。

【フラット35】の団体信用生命保険には、新機構団信と新３大疾病付機構団信の２つがあります。

～「デュエット」（夫婦連生団信）とは～
●ご夫婦で連帯債務の場合は、どちらか１人がご加入いただくか、またはご夫婦２人で「デュエット」（夫婦連生団信）にご加

入いただけます。「デュエット」をご利用いただくとどちらかが万一の時、住宅金融支援機構に支払われる保険金が債務に充当
されるため、ご夫婦の住宅の持分、返済割合などにかかわらず、以後の【フラット35】の債務の返済が不要となります。

　「デュエット」をご利用できるご夫婦には、戸籍上の夫婦のほか、婚約関係にある方または内縁関係にある方を含みます。
●新３大疾病付機構団信では「デュエット」をご利用いただけません。

※１ 新３大疾病付機構団信は、死亡・所定の身体障害状態に加え、３大疾病が原因で一定の要件に該当した場合および公的介護保険制度に定める要介護２から要
介護5の状態などになられた場合も残りの返済が不要となります。

※２ 死亡保険金、身体障害保険金、３大疾病保険金および介護保険金をいいます。
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■保障内容の概要

■　　　　　　の団体信用生命保険とは

●新機構団信と新3大疾病付機構団信は保障内容が異なりますので、いずれかをご選択ください。ご加入いただいた後に加入内
容の変更はできません。
なお、「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」による加入審査の結果、「新３大疾病付機構団信」にご加入いただ
けない方は、「新機構団信」に切り替えて加入することができる場合があります。

●【フラット35】を利用される方がご加入いただけます。
【フラット35】のご利用者（債務者）が２人いる場合（親子リレー返済の場合を含みます。）は、どちらか１人がご加入いた
だけます（ご夫婦で連帯債務の場合は、2人で加入いただける「デュエット」（夫婦連生団信）をご利用できますので26ペー
ジをご覧ください。）。
ご加入いただいていない方が保険金の支払事由に該当しても、債務は弁済されません。

●新３大疾病付機構団信へのご加入を希望する方で、【フラット35】の借入金額が5,000万円を超える方※は、 「告知事項」の
有無にかかわらず、所定の「健康診断結果証明書」をご提出ください。

●加入にあたっては、「新機構団体信用生命保険制度加入申込書兼告知書」に必要事項を記入し、【フラット35】の借入申込み
をする取扱金融機関に、【フラット35】の借入申込書と同時にご提出ください。

＊満80歳の保障終了時点で満70歳未満の連帯債務者がいる場合
新機構団信の保障は、ご加入者の満80歳の誕生日の属する月の末日に終了します。保障終了に伴って、満70歳未満の連帯債務者は新たに団体信用生命保険への
加入申込みをすることができます。ただし、当初加入した保障内容を変更することはできません。また、加入要件を満たしている必要がありますので、健康上の理由
などによってはご加入いただけない場合があります。その場合も、契約金利は変わりません。

＊新機構団信・新３大疾病付機構団信では、所定の高度障害状態になられた場合にお支払いする高度障害保険金の取扱いはございません。
＊健康上の理由その他の事情で団体信用生命保険に加入されない場合も【フラット35】をご利用いただけます。
＊保障内容の詳細は、機構ホームページ（http://www.jhf.go.jp/topics/topics_201703_danshin.html）をご覧ください。

＊「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」の告知事項の内容によっては、「健康診断結果証明書」に加えて診断書を提出いただく場合があります。
＊「健康診断結果証明書」および診断書の作成料や検査料などの費用はお客さまのご負担となります。

※　既に3大疾病付機構団信・新3大疾病付機構団信に加入されている場合（今回同時に申込みされる分を含みます。）は、その保険金額（債務残高）を通算します。

■加入手続き

6 の団体信用生命保険

【フラット35】は団信付きの住宅ローンになりました。
（平成29年 10月１日以後に【フラット35】をお申込みの方に適用されます。）

●【フラット35】を平成29年10月１日以後にお申込みいただいたお客さまから、月々の【フラット35】のお支払いに団
体信用生命保険の加入に必要な費用が含まれるため、年払いでの団信特約料のお支払いが不要になりました。

● 保障内容も充実し、ますます【フラット35】が利用しやすくなりました。

＊平成29年９月30日までに【フラット35】をお申込みの方は保障内容などが異なります。
　詳しくは、フラット35サイト（http://www.flat35.com/danshin/index.html）をご覧ください。

＊健康上の理由その他の事情で団体信用生命保険に加入されない場合も【フラット35】をご利用いただけます。

民間金融機関

住宅ローンの返済 保険料

保険金
保険金

団体信用生命保険契約

（お客さまに万一のことがあった場合）

フラット50にもご利用いただけます。
フラット35（保証型）にはご利用いただけません。

お客さま
（債務者・被保険者）

【フラット35】の
資金受取

【フラット35】の
お申込み

住宅ローン
債権譲渡

団体信用生命保険による債務弁済充当契約

住宅ローン契約（フラット35）
（債権・債務関係）

住宅金融支援機構
（債権者・保険契約者・
保険金受取人）

共同引受
生命保険会社
（保険者）

住宅ローン完済
（債務弁済）

新機構団信

●　次のいずれかの場合に、保険金が支払われます。
　　・死亡
　　・身体障害者福祉法に定める障害の級別が１級または２級の障害に該当し、身体障害者手帳の交付を受けたとき

　　＜身体障害状態の例＞

●　80歳の誕生日の属する月の末日まで保障されます。
●　連帯債務者であるご夫婦ふたりで「デュエット」（夫婦連生団信）に加入できます。

新３大疾病付機構団信

●　次のいずれかの場合に、保険金が支払われます。
　　・死亡（新機構団信と同じ。）
　　・身体障害者福祉法に定める障害の級別が１級または２級の障害に該当し、身体障害者手帳の交付を受けたとき
　　　（新機構団信と同じ。）
　　・３大疾病（がん・急性心筋梗塞･脳卒中）が原因で一定の要件に該当した場合
　　・公的介護保険制度に定める要介護２から要介護５の状態など
●　75歳の誕生日の属する月の末日まで保障されます。75歳の誕生日の属する月の
　　翌月1日からは「新機構団信」の保障内容になります。
　＜がん※１・急性心筋梗塞・脳卒中※２の総患者数※３＞
　　約269万人
※１　上皮内がんは含みません。
※２　「くも膜下出血・脳内出血・脳梗塞」の合計
※３　厚生労働省／「平成26年患者調査」

例えば・・・
ペースメーカを植
え込み、自己の身
辺の日常生活活
動が極度に制限
されている

（１級）

例えば・・・
人工透析を受け
ており、自己の身
辺の日常生活活
動が極度に制限
されている

（１級） ＊（　）内は身体障害
認定の等級
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介護5の状態などになられた場合も残りの返済が不要となります。

※２ 死亡保険金、身体障害保険金、３大疾病保険金および介護保険金をいいます。

25 26

■保障内容の概要

■　　　　　　の団体信用生命保険とは

●新機構団信と新3大疾病付機構団信は保障内容が異なりますので、いずれかをご選択ください。ご加入いただいた後に加入内
容の変更はできません。
なお、「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」による加入審査の結果、「新３大疾病付機構団信」にご加入いただ
けない方は、「新機構団信」に切り替えて加入することができる場合があります。

●【フラット35】を利用される方がご加入いただけます。
【フラット35】のご利用者（債務者）が２人いる場合（親子リレー返済の場合を含みます。）は、どちらか１人がご加入いた
だけます（ご夫婦で連帯債務の場合は、2人で加入いただける「デュエット」（夫婦連生団信）をご利用できますので26ペー
ジをご覧ください。）。
ご加入いただいていない方が保険金の支払事由に該当しても、債務は弁済されません。
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　　　（新機構団信と同じ。）
　　・３大疾病（がん・急性心筋梗塞･脳卒中）が原因で一定の要件に該当した場合
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●　75歳の誕生日の属する月の末日まで保障されます。75歳の誕生日の属する月の
　　翌月1日からは「新機構団信」の保障内容になります。
　＜がん※１・急性心筋梗塞・脳卒中※２の総患者数※３＞
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※１　上皮内がんは含みません。
※２　「くも膜下出血・脳内出血・脳梗塞」の合計
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例えば・・・
ペースメーカを植
え込み、自己の身
辺の日常生活活
動が極度に制限
されている

（１級）

例えば・・・
人工透析を受け
ており、自己の身
辺の日常生活活
動が極度に制限
されている

（１級） ＊（　）内は身体障害
認定の等級



●保険金額の上限は１億円です。
　新たにご加入いただけるのは、以下の①から③までの保険金額（債務残高）を合算して１億円までの場合に限ります。
　①　今回申し込む【フラット35】の借入予定額
　②　現在、【フラット35】（買取型）※を返済中で、住宅金融支援機構の団体信用生命保険に加入中の場合は、その保険金額（債

務残高）
※　旧住宅金融公庫融資、旧住宅金融公庫と併せて融資を受けた福祉医療機構融資および沖縄振興開発金融公庫融資を

含みます。
　③　今回同時に申し込まれた他の住宅金融支援機構融資の借入予定額

●「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」は大変重要な書類です。
記入日（告知日）現在のありのままの状態をご本人がもれなく正確にご記入ください。告知の内容と事実が異なっていた場合
には、生命保険会社から住宅金融支援機構に保険金が支払われず債務を弁済できないことがあります。

●【ダブルフラット】を利用される場合
　・２つの借入れについて、それぞれ団信にご加入いただきます（片方のみ加入することはできません）。
　・加入者、加入方法（お一人またはご夫婦で加入）、種類（新機構団信または新３大疾病付機構団信）は、２つの借入れで異なっ

ていてもかまいません。

●【フラット35】の借入金利について、団体信用生命保険の保障が終了する年齢（80歳）に達するなど団体信用生命保険の保
障内容に異動が生じた場合や住宅金融支援機構が免責となる場合など、住宅金融支援機構が債務弁済充当を行わないことと
なったときであっても、【フラット35】の借入金利は、ご契約時の金利から変更されません。これは、住宅金融支援機構が負
担する保険料、将来の保険料の変動リスクなどを考慮して、借入金利を決定しているためです。

＊【ダブルフラット】とは、【フラット35】を2つ組み合わせることをいいます。詳しくは、フラット35サイト（www.flat35.com）でご確認ください。

加入する団体信用生命保険に応じて、【フラット35】の借入金利は異なります。
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■団体信用生命保険の契約概要■ご加入にあたってのご注意

6 の団体信用生命保険

■加入する団体信用生命保険に応じた　　　　　　借入金利

新機構団信付きの　　　　　　の借入金利＋0.18％新機構団信
（デュエット（夫婦連生団信））

新３大疾病付機構団信 新機構団信付きの　　　　　　の借入金利＋0.24％

新機構団信

加入する団体信用生命保険 【フラット35】の借入金利

新機構団信付きの　　　　　　の借入金利

次の⑴および⑵の両方に該当する方
※健康上の理由などにより、加入できない場合があります。

利用可

【フラット35】の資金受取日

利用不可

申込みにあたっては、新機構団信・新３大疾病付機構団信の『重要事項説明（「契約概要」「注意喚起情報」「正しく告知いただくために」）』
を必ずご確認ください。

新機構団信

デュエット
（夫婦連生団信）

加入条件

保障の開始

保障の終了

新３大疾病付機構団信

⑴「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」
の記入日現在、満15歳以上満70歳未満の方

⑵地域担当幹事生命保険会社の加入承諾がある方

次のいずれかが到来したときに、保障は終了します。

⑴死亡したとき

⑵いずれかの保険金の支払事由に該当し、保険金が支払われたとき

⑶満80歳の誕生日の属する月の末日

 ・新機構団信のデュエット（夫婦連生団信）の被保険者は、被保険者のいずれかの方が満80歳の誕生日
の属する月の末日を迎えた場合は、以降満80歳未満の方お１人でのご加入となります。

 ・新３大疾病付機構団信の被保険者は、満75歳の誕生日の属する月の翌月１日からは新機構団信の被保
険者となり、３大疾病保障・介護保障はなくなります。

⑷最終返済日前に全額繰上返済、債務の引受けに係る契約の締結その他により、住宅金融支援機構との債権
債務関係が消滅した日

⑸【フラット35】の買取りの効力が失われたとき

⑹【フラット35】による最終返済日

⑺期限前の全額返済義務を履行すべき事由に該当したとき（期限の利益を喪失したとき）

⑻提出した「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」に事実を告げなかったか、または事実と異なる
ことを告げ、その被保険者について保険契約が解除されたとき

⑼詐欺・不法取得目的により被保険者となり、その被保険者について保険契約が取消しまたは無効とされたとき

⑽新機構団信のデュエット（夫婦連生団信）の被保険者は、被保険者のいずれかの方が死亡または身体障
害保険金の支払事由に該当し、新機構団信により住宅金融支援機構の債務が弁済されたとき

⑾保険金を詐取する目的で事故招致をした場合、暴力団関係者その他の反社会的勢力に該当すると認められ
た場合など、重大な事由があり、その被保険者について保険契約が解除されたとき

⑿団信契約の存続を困難とする⑻・⑼・⑾と同等の重大な事由があり、その被保険者について保険契約が解除
されたとき

⒀住宅ローン金銭消費貸借に定める反社会的勢力の排除に関する条項に抵触し、債務の全部につき期限の
利益を失ったとき

⑴「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」の
記入日現在、満15歳以上満51歳未満の方

⑵地域担当幹事生命保険会社の加入承諾がある方
※過去にがんと診断された方は新3大疾病付機構団信

にご加入いただけません。
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6 の団体信用生命保険

新機構団信

ローンが保険により
全額弁済される
場合

新３大疾病付機構団信

次のいずれかに該当した場合は、ご加入者の住宅の持ち分や返済額などにかかわらず、【フラット35】の残り
の債務が保険により全額弁済されます。

⑴死亡されたとき

⑵保障開始日以後の傷害または疾病により、
   身体障害者福祉法に定める障害の級別が１級または２級に該当し、身体障害者手帳の交付を受けたとき

＊デュエット（夫婦連生団信）にご加入の場合、ご
夫婦のどちらかが死亡または所定の身体障害状態
になられたとき

＊ただし、いずれかの加入者の故意により、もう一方
の加入者が死亡または所定の身体障害状態になっ
たときは、弁済されません。

⑶次の①から③までのいずれかに該当したとき

①がん
保険期間中に、所定の悪性新生物（がん）に罹患
したと医師によって病理組織学的所見（生検）に
より診断確定されたとき
＊ただし、以下の場合には弁済されません。

　　ア　上皮内がんや皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚
がん

　　イ　保障の開始日前に所定の悪性新生物（がん）
と診断確定されていた場合

　　ウ　保障の開始日からその日を含めて90日以内
に所定の悪性新生物（がん）と診断確定され
た場合

　　エ　保障の開始日からその日を含めて90日以内
に診断確定された所定の悪性新生物（がん）
の再発・転移などと認められる場合

②急性心筋梗塞
保障の開始日以後の疾病を原因として、保険期間
中に次のいずれかの状態に該当したとき

　
　ア　急性心筋梗塞を発病し、その急性心筋梗塞に

より初めて医師の診療を受けた日からその日を
含めて60日以上、労働の制限を必要とする状態

（軽い家事などの軽労働や事務などの座業はで
きるが、それ以上の活動では制限を必要とする
状態）が継続したと医師によって診断されたとき

　
　イ　急性心筋梗塞を発病し、その急性心筋梗塞の

治療を直接の目的として、病院または診療所に
おいて手術を受けたとき

③脳卒中
保障の開始日以後の疾病を原因として、保険期間
中に次のいずれかの状態に該当したとき

　 ア　脳卒中を発病し、その脳卒中により初めて医
師の診療を受けた日からその日を含めて60日以
上、言語障害、運動失調、麻痺などの他覚的な
神経学的後遺症が継続したと医師によって診断
されたとき

  
　 イ　脳卒中を発病し、その脳卒中の治療を直接の

目的として、病院または診療所において手術を
受けたとき

⑷次の①または②のいずれかに該当したとき

①保障開始日以後の傷害または疾病を原因として公
的介護保険制度による要介護認定を受け、要介護
２から要介護5に該当していると認定されたこと。

②保障開始日以後の傷害または疾病を原因として所
定の要介護状態に該当し、該当した日からその日
を含めて180日以上要介護状態が継続したことが、
医師によって診断確定されたこと。

新機構団信

死亡保険金 ・保障開始日から１年以内の自殺　・保険契約者または保険金受取人の故意　・戦争その他の変乱（※）
・デュエット（夫婦連生団信）の被保険者のうち、いずれかの被保険者の故意

・保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意または重大な過失　・被保険者の犯罪行為
・被保険者の薬物依存　・戦争その他の変乱（※）
・デュエット（夫婦連生団信）の被保険者のうち、いずれかの被保険者の故意、重大な過失、犯罪行為または薬物依存

身体障害保険金

債務弁済されない
場合

新３大疾病付機構団信

次のいずれかに当てはまる場合、残りの住宅ローンは弁済されません。

⑴免責事由により支払事由に該当された場合

※　ただし、戦争その他の変乱により支払事由に該当した被保険者数に応じ、保険金が全額または削減して
支払われることがあります。

⑵告知義務違反による解除の場合
「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」にて事実を告げなかったかまたは事実と異なることを告げ、
その被保険者について保険契約が解除された場合

（ただし、支払事由の発生が解除の原因となった事実によらない場合には、支払われます。）

⑶保障開始日前に生じている傷病を原因とする場合

⑷支払事由に該当しない場合
身体障害者福祉法に基づき、２つ以上の身体障害に重複して該当したことにより２級の身体障害者手帳が交
付されたものの、１つの障害の該当の原因が保障開始日前に生じていた場合で、その障害を除いた他の障害
が１級または２級の障害に該当しない場合など

⑸詐欺による取消し・不法取得目的による無効の場合
契約者または被保険者による詐欺の行為を原因として、保険契約の全部またはその被保険者について保険契
約が取消しとされた場合、または、契約者または被保険者に保険金の不法取得目的があって、保険契約の全
部またはその被保険者について保険契約が無効である場合

⑹重大事由による解除の場合
契約者、被保険者または保険金受取人が保険金を詐取する目的で事故招致をした場合や、暴力団関係者そ
の他の反社会的勢力に該当すると認められた場合など、重大事由に該当し、保険契約の全部またはその被保
険者について保険契約が解除された場合

⑺免責事由により支払事由に該当された場合

※　ただし、戦争その他の変乱により支払事由に該当した被保険者数
に応じ、保険金額が全額または削減 して支払われることがあります。

⑻保障開始日前に生じている傷病を原因とする場合

身体障害保険金
身体障害保険金のお支払いは、所定の身体障害保険金の支払事由の原因となる傷害または疾病が保障開始日以後
に生じた場合に限ります。原因となる傷害または疾病が保障開始日より前に生じていた場合は、その傷害または疾病
をご加入時に告知いただいた場合でも、お支払いの対象となりません。

３大疾病保険金

介護保険金

急性心筋梗塞・脳卒中による３大疾病保険金のお支払いは、その原因
となる疾病が保障開始日以後に生じた場合に限ります。原因となる疾病
が保障開始日より前に生じていた場合は、その疾病をご加入時に告知
いただいた場合でも、お支払いの対象となりません。

介護保険金のお支払いは、公的介護保険制度に定める要介護２から要
介護５の状態、または所定の要介護状態の原因となる傷害または疾病
が、保障開始日以後に生じた場合に限ります。原因となる疾病が保障開
始日より前に生じていた場合は、その傷病をご加入時に告知いただいた
場合でも、お支払いの対象となりません。

介護保険金
・保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意または重大な過失
・被保険者の犯罪行為　・被保険者の薬物依存
・戦争その他の変乱（※）
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6 の団体信用生命保険

新機構団信

ローンが保険により
全額弁済される
場合

新３大疾病付機構団信

次のいずれかに該当した場合は、ご加入者の住宅の持ち分や返済額などにかかわらず、【フラット35】の残り
の債務が保険により全額弁済されます。

⑴死亡されたとき

⑵保障開始日以後の傷害または疾病により、
   身体障害者福祉法に定める障害の級別が１級または２級に該当し、身体障害者手帳の交付を受けたとき

＊デュエット（夫婦連生団信）にご加入の場合、ご
夫婦のどちらかが死亡または所定の身体障害状態
になられたとき

＊ただし、いずれかの加入者の故意により、もう一方
の加入者が死亡または所定の身体障害状態になっ
たときは、弁済されません。

⑶次の①から③までのいずれかに該当したとき

①がん
保険期間中に、所定の悪性新生物（がん）に罹患
したと医師によって病理組織学的所見（生検）に
より診断確定されたとき
＊ただし、以下の場合には弁済されません。

　　ア　上皮内がんや皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚
がん

　　イ　保障の開始日前に所定の悪性新生物（がん）
と診断確定されていた場合

　　ウ　保障の開始日からその日を含めて90日以内
に所定の悪性新生物（がん）と診断確定され
た場合

　　エ　保障の開始日からその日を含めて90日以内
に診断確定された所定の悪性新生物（がん）
の再発・転移などと認められる場合

②急性心筋梗塞
保障の開始日以後の疾病を原因として、保険期間
中に次のいずれかの状態に該当したとき

　
　ア　急性心筋梗塞を発病し、その急性心筋梗塞に

より初めて医師の診療を受けた日からその日を
含めて60日以上、労働の制限を必要とする状態

（軽い家事などの軽労働や事務などの座業はで
きるが、それ以上の活動では制限を必要とする
状態）が継続したと医師によって診断されたとき

　
　イ　急性心筋梗塞を発病し、その急性心筋梗塞の

治療を直接の目的として、病院または診療所に
おいて手術を受けたとき

③脳卒中
保障の開始日以後の疾病を原因として、保険期間
中に次のいずれかの状態に該当したとき

　 ア　脳卒中を発病し、その脳卒中により初めて医
師の診療を受けた日からその日を含めて60日以
上、言語障害、運動失調、麻痺などの他覚的な
神経学的後遺症が継続したと医師によって診断
されたとき

  
　 イ　脳卒中を発病し、その脳卒中の治療を直接の

目的として、病院または診療所において手術を
受けたとき

⑷次の①または②のいずれかに該当したとき

①保障開始日以後の傷害または疾病を原因として公
的介護保険制度による要介護認定を受け、要介護
２から要介護5に該当していると認定されたこと。

②保障開始日以後の傷害または疾病を原因として所
定の要介護状態に該当し、該当した日からその日
を含めて180日以上要介護状態が継続したことが、
医師によって診断確定されたこと。

新機構団信

死亡保険金 ・保障開始日から１年以内の自殺　・保険契約者または保険金受取人の故意　・戦争その他の変乱（※）
・デュエット（夫婦連生団信）の被保険者のうち、いずれかの被保険者の故意

・保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意または重大な過失　・被保険者の犯罪行為
・被保険者の薬物依存　・戦争その他の変乱（※）
・デュエット（夫婦連生団信）の被保険者のうち、いずれかの被保険者の故意、重大な過失、犯罪行為または薬物依存

身体障害保険金

債務弁済されない
場合

新３大疾病付機構団信

次のいずれかに当てはまる場合、残りの住宅ローンは弁済されません。

⑴免責事由により支払事由に該当された場合

※　ただし、戦争その他の変乱により支払事由に該当した被保険者数に応じ、保険金が全額または削減して
支払われることがあります。

⑵告知義務違反による解除の場合
「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」にて事実を告げなかったかまたは事実と異なることを告げ、
その被保険者について保険契約が解除された場合

（ただし、支払事由の発生が解除の原因となった事実によらない場合には、支払われます。）

⑶保障開始日前に生じている傷病を原因とする場合

⑷支払事由に該当しない場合
身体障害者福祉法に基づき、２つ以上の身体障害に重複して該当したことにより２級の身体障害者手帳が交
付されたものの、１つの障害の該当の原因が保障開始日前に生じていた場合で、その障害を除いた他の障害
が１級または２級の障害に該当しない場合など

⑸詐欺による取消し・不法取得目的による無効の場合
契約者または被保険者による詐欺の行為を原因として、保険契約の全部またはその被保険者について保険契
約が取消しとされた場合、または、契約者または被保険者に保険金の不法取得目的があって、保険契約の全
部またはその被保険者について保険契約が無効である場合

⑹重大事由による解除の場合
契約者、被保険者または保険金受取人が保険金を詐取する目的で事故招致をした場合や、暴力団関係者そ
の他の反社会的勢力に該当すると認められた場合など、重大事由に該当し、保険契約の全部またはその被保
険者について保険契約が解除された場合

⑺免責事由により支払事由に該当された場合

※　ただし、戦争その他の変乱により支払事由に該当した被保険者数
に応じ、保険金額が全額または削減 して支払われることがあります。

⑻保障開始日前に生じている傷病を原因とする場合

身体障害保険金
身体障害保険金のお支払いは、所定の身体障害保険金の支払事由の原因となる傷害または疾病が保障開始日以後
に生じた場合に限ります。原因となる傷害または疾病が保障開始日より前に生じていた場合は、その傷害または疾病
をご加入時に告知いただいた場合でも、お支払いの対象となりません。

３大疾病保険金

介護保険金

急性心筋梗塞・脳卒中による３大疾病保険金のお支払いは、その原因
となる疾病が保障開始日以後に生じた場合に限ります。原因となる疾病
が保障開始日より前に生じていた場合は、その疾病をご加入時に告知
いただいた場合でも、お支払いの対象となりません。

介護保険金のお支払いは、公的介護保険制度に定める要介護２から要
介護５の状態、または所定の要介護状態の原因となる傷害または疾病
が、保障開始日以後に生じた場合に限ります。原因となる疾病が保障開
始日より前に生じていた場合は、その傷病をご加入時に告知いただいた
場合でも、お支払いの対象となりません。

介護保険金
・保険契約者、被保険者または保険金受取人の故意または重大な過失
・被保険者の犯罪行為　・被保険者の薬物依存
・戦争その他の変乱（※）
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7 繰上返済

き き

●お客さま向けインターネットサービス「住・My Note」（詳しく
　は裏表紙参照）利用の場合、返済額は10万円以上となります。
●繰上返済に手数料はかかりません。

返済額は100万円以上となります。
すまい のーと

借入手続きを行ったなど
など

子ども）
など

住宅金融支援機構は、【フラット35】を取り扱う多くの民間金
融機関から住宅ローン（【フラット35】）を買い取ります。それ
らを担保に債券を発行することで長期の資金調達を行い、民

間金融機関が全期間固定金利の住宅ローンを提供する仕組み
を支えています。

8

9

など

など

住宅金融支援機構は、金融機関から買い
取った住宅ローン債権を信託銀行など
に信託し、これを担保として MBS（資産
担保証券）を発行します。これにより、住
宅ローン債権を買い取るための資金を
債券市場（投資家）から調達しています。

信託銀行など
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9

土地を

⑮建築物省エネ法に基づく評価または認定に係る費用

および

および

29
27

注意事項

29
27

Q6 現在通院中ですが、団体信用生命保険に加入できますか？  また、過去に病歴があることや現在身体障害者手帳を
保有していることで、団体信用生命保険に加入できないことがありますか？

現在通院中であったり、過去に病歴があることや現在身体障害者手帳を保有している方でもご加入いただける場合
がありますので、「新機構団体信用生命保険制度申込書兼告知書」に加入申込者ご本人がもれなく正確に記入の上、
お申し込みください。団体信用生命保険にご加入いただけるかどうかは、「新機構団体信用生命保険制度申込書兼
告知書」に記載された内容に基づき、地域担当幹事生命保険会社が決定いたします。
（注）告知内容によっては、医師の診断書などの追加提出をお願いする場合があります。

Q7 夫が死亡し、団体信用生命保険により住宅ローンが完済（債務弁済）されました。連帯債務者の私が課税されることは
ありますか？

団体信用生命保険により完済された住宅ローンの借入者に連帯債務者がいた場合、連帯債務者のローンが免除され
た部分が一時所得とみなされ、所得税の課税対象となる場合があります。詳しくは最寄りの税務署にお問い合わせく
ださい。

など

など

など

など

など

など

など

など
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借換融資のご案内 
商品概要についてはフラット35サイト（www.flat35.com）をご覧ください。

住宅ローンの借換えに、【フラット35】借換融資がご利用いただけます。民間金融機関の住宅ローンからの借換えのほか、【フラット35】や
住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫を含む。）の住宅ローンからの借換えも可能です。
＊借換えにあたり、諸費用が発生します。借換えを検討する際には、総返済額または毎月の返済額だけでなく、諸費用を含めた総返済額を考慮に入れましょう。

＊借換えによる効果（諸費用を含めた総返済額または毎月の返済額）は、借換時の住宅ローンの内容（金利、借入額など）によって異なります。借換えを検討する際に

は、住宅ローンシミュレーションなどで確認しましょう。

＊同一金融機関内において、当該金融機関の住宅ローンから【フラット 35】へ借換えできるかについては、金融機関によって取扱いが異なります。

住宅金融支援機構 お客さまコールセンター

お気軽にお電話ください。土日も営業しています（祝日、年末年始を除く。）。
　営業時間：9：00～17：00

利用できない場合（国際電話など）は、次の番号におかけください。

Tel 048-615-0420（通話料金がかかります。）

フラット35ハロー

0120-0860-35 （通話無料）

【フラット35】のご返済が始まったら、まずは登録

注意事項
①ご利用は資金受取後となります。ご利用に当たっては「お客様 ID」が必要で、「住･My Note」サイトから申し込むことができます。「お客様 ID」の発行
　は無料です。
②「住･My Note」を利用した一部繰上返済の申込みと取下げには期限がありますのでご注意ください。なお、繰上返済日は毎月の返済日です。
③「住･My Note」を利用した一部繰上返済は、２か月以上連続してのお申込みはいただけません（１か月おきのお申込みになります。）。
④お借換えされた場合は、新たな「お客様 ID」の取得が必要となりますので、お手続きください。
⑤お客さまの返済状況などによっては、一部繰上返済をお申込みいただけない場合がありますので、あらかじめご了承ください。
⑥「住･My Note」で、全額繰上返済（完済）を申し込むことはできません。

住･My Noteは、返済中のお客さまを全力サポートします！

ネットで簡単
一部繰上返済

メリット

1

残高もすぐに確認

残高証明書などの発行手続きも
ネットでらくらく！

メリット

2
メリット

3

貯蓄術や節約術を
ご紹介

住・My Noteのご案内 
すまい　　　　    のーと

返済中のお客さま向けインターネットサービス（登録無料）

繰上返済金額も10万円から可能！ 様々なお役立ち情報を配信中！

ご登録は、住･My Noteサイト
（https://www.su-mynote.jhf.go.jp）から

ずっと先まで見通せる。
ずっと固定金利の住宅ローンだから、

は団信付きの住宅ローンになりました。

平成29年10月１日現在

※グリーン購入法に適合した用紙を使用しています

平成29年10月版


